
★★令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業実績報告★★ （Ａ～Ｇ欄　単位：千円、千円未満四捨五入）
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額
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676,607 670,178 - 8,856 661,322 - 6,429

1 単

電力・ガス・
食料品等価格
高騰重点支援
事業

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③計390,493,052円
・電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金：384,370,000円
（令和５年度非課税世帯5,491世帯×70,000円）
・会計年度任用職員人件費：1,808,622円
・時間外勤務手当：478,617円
・消耗品費：55,819円
・印刷製本費：920,380円
・通信運搬費：1,698,124円
・手数料：604,340円
・電算システム業務委託料：477,950円
・事務機械使用料：79,200円
④令和５年度住民税非課税世帯

R5.12 R6.5 390,493 390,493 - - 390,493 - -     
対象世帯に対して令和６年１
月までに支給を開始する。

令和６年１月から支給を開始
し、対象となる世帯に１世帯
７万円を支給した。

支給件数：5,491世帯

物価高が続く中で、給付金の
支給によって低所得世帯の生
活支援、負担軽減を図ること
ができた。

2 単

物価高騰対応
重点支援事業
（住民税均等
割のみ課税世
帯への支援）

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③計112,249,459円
・物価高騰対応重点支援給付金：110,500,000円（令和５年度住民
税均等割のみ課税世帯1,105世帯×100,000円）
・職員時間外手当：300,522円
・消耗品費：35,357円
・印刷製本費：397,452円
・通信運搬費：378,314円
・手数料：119,723円
・電算システム業務委託料：518,091円
④令和５年度住民税均等割のみ課税世帯

R6.2 R6.6 112,249 112,249 - - 112,249 - -     
対象世帯に対して令和６年３
月までに支給を開始する。

令和６年３月から支給を開始
し、対象となる世帯に１世帯
10万円を支給した。

支給件数：1,105世帯

物価高が続く中で、給付金の
支給によって低所得世帯の生
活支援、負担軽減を図ること
ができた。

3 単

物価高騰対応
重点支援事業
（こども加
算）

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯の18歳以下児童
数に応じた加算給付金及び事務費
③計24,130,058円
物価高騰対応重点支援給付金：23,800,000円（対象児童数476人×
50,000円）
・職員時間外手当：39,783円
・消耗品費：4,039円
・印刷製本費：83,550円
・通信運搬費：73,140円
・手数料：20,637円
・電算システム業務委託料：108,909円
④令和５年度住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯

R6.2 R6.6 24,130 24,130 - - 24,130 - -     
対象世帯に対して令和６年３
月までに支給を開始する。

令和６年３月から支給を開始
し、対象となる世帯の子ども
加算として１人あたり５万円
を給付した。

支給件数：286世帯（476人）

物価高が続く中で、給付金の
支給によって子育て中の低所
得世帯の生活支援、負担軽減
を図ることができた。

4 単
介護保険施設
等物価高騰対
策事業

長寿福祉課

①物価高騰に伴う介護保険施設等の光熱費及び食材料費の負担軽減
を図るため、介護保険施設等への光熱費及び食材料費の助成として
補助金を交付する。（秋田県1/2補助事業分と市単独事業分あ
り）。
②補助金
③計12,947,000円（うち県補助6,451,500円）
介護保険施設等物価高騰対策補助金
(1)県補助対象施設（83施設）　12,903,000円（うち県補助6,451
千円）
内訳：食材料費
　　　入所系　9,000円×1,179人＝10,611,000円
　　　通所系　3,000円×404人＝1,212,000円
　　　光熱費（訪問・相談系）
　　　　　　 48,000円×22事業所＝1,056,000円
　　　　　　 24,000円×1事業所＝24,000円
(2)県補助対象外施設（市単独助成）（1施設）　44,000円
　　　光熱費（訪問・相談系）
             44,000円×1事業所＝44,000円
④介護保険施設等事業者

R6.1 R6.3 12,947 12,852 - 6,452 6,400 - 95    
【令和５年度】
対象事業者への給付率100％

・対象事業者への給付率100％

・介護保険施設等事業者84施
設に対し、物価高騰によりか
かり増しとなっている光熱
費、食材料費の高騰分を補助
した。

・介護保険施設等事業者にお
いて、物価高騰により特に影
響を受けている光熱費、食材
料費に対して補助金を交付
し、施設運営の負担軽減が図
られ、安定した経営につな
がった。

合計

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事業の名称 効果成果目標 成果目標に対する実績

一般財源特定財源

事業
始期

事業
終期 総事業費

所管課所

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③支出内訳
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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事業の名称 効果成果目標 成果目標に対する実績

一般財源特定財源

事業
始期

事業
終期 総事業費

所管課所

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③支出内訳
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

5 単
障害者支援施
設等物価高騰
対策事業

福祉課

①物価高騰に直面している障害者支援施設等事業者を支援するた
め、光熱費、食材料費に対し助成を行い施設運営費の負担軽減を図
る（秋田県1/2補助事業）。
②補助金
③計2,244,000円（うち県補助1,122,000円）
障害者支援施設等物価高騰対策補助金
食材料費
入所系１人当たり6,000円×定員数182人＝1,092,000円
通所系１人当たり3,000円×定員数304人＝912,000円
光熱費（訪問・相談系）
１事業所当たり48,000円×5事業所＝240,000円
④障害者支援施設等事業者

R6.1 R6.3 2,244 2,222 - 1,122 1,100 - 22    
【令和５年度】
対象事業者への給付率100％

・対象事業者への給付率100％

・障がい者支援施設等事業者
（訪問・相談系５事業所、入
所・通所系28事業所）に対
し、物価高騰に伴ってかかり
増しとなっている光熱費、食
材料費の高騰分を補助した。

・障がい者支援施設等事業者
において、物価高騰により特
に影響を受けている光熱費、
食材料費に対する補助金を交
付し、施設運営の負担軽減が
図られ安定した経営につな
がった。

6 単
保育所等物価
高騰対策事業

子ども未来
課

①食材料費の価格高騰に直面している特定教育・保育施設を運営す
る事業者を支援するため、給食に要する食材料費の高騰分に対し助
成を行い、施設運営費の負担軽減を図る（秋田県1/2補助事業）。
②補助金
③計2,564,100円（うち県補助1,282,050円）
保育所等物価高騰対策補助金
4,620円×対象児童数555人＝2,564,100円
④市内の特定教育・保育施設事業者

R5.4 R6.2 2,564 2,482 - 1,282 1,200 - 82    
【令和５年度】
対象事業者への給付率100％

・対象事業者への給付率100％

・特定教育・保育施設11施設
に
対し、物価高騰によりかかり
増しとなっている給食費の高
騰分を補助した。

・特定教育・保育施設におい
て、物価高騰により特に影響
を受けている給食費に対して
補助金を交付、各施設の運営
費の負担軽減を行うことで安
定的な運営の継続が図られ
た。

7 単
子育てまるっ
と応援給付金
給付事業

子ども未来
課

①18歳以下の子ども一人あたり２万円の給付金を支給し、子育て世
帯のエネルギー、物価高騰による負担感の軽減を図る。
②給付金及び交付に係る事務費（会計年度任用職員人件費、正職員
時間外勤務手当、消耗品費、印刷製本費、郵便料、手数料、委託
料）
③計84,484,388円
・子育てまるっと応援給付金：82,580,000円（20,000円×4,129
人）
・会計年度任用職員人件費：593,204円
・正職員時間外勤務手当：334,004円
・消耗品費：23,430円
・印刷製本費：152,460円
・通信運搬費：456,000円
・手数料：223,630円
・委託料：121,660円
④令和５年11月30日現在で市内に住所を有する18歳以下の子どもを
養育する保護者

R5.12 R6.3 84,484 80,350 - - 80,350 4,134
【令和５年度】
対象者への給付率100％

・対象者への給付率98.1％

・令和５年11月30日現在で市
内に住所を有する18歳以下の
子どもを養育する者に対し、
迅速に給付金を支給した。
【プッシュ支給】
受給者数　：1,718人
対象児童数：3,124人
支給金額　：62,480千円
【申請支給】
受給者数　：740人
対象児童数：1,005人
支給金額　：20,100千円

・エネルギーや食料品価格等
の物価高騰の影響を受けてい
る子育て世帯に対して給付金
を支給することで、物価高騰
の負担感の軽減を図ることが
できた。

8 単
次期作営農継
続支援事業

農林課

①生産資材の価格高騰の影響により、営農継続を断念することがな
いよう補助金を交付し支援する。
②補助金及び交付に係る事務費（会計年度任用職員人件費、郵便
料、手数料）
③計47,495,804円
・営農継続支援補助金：46,434,300円（交付実績1,354人）
・会計年度任用職員人件費：725,510円
・通信運搬費：335,994円
④水稲、大豆、そば、野菜、花き、果樹を販売する農業者で市内に
住所又は主たる事務所若しくは事業所を有し、農業を営む個人又は
法人

R6.1 R6.3 47,496 45,400 - - 45,400 - 2,096
【令和５年度】
対象農業者への給付率100％

・対象農業者への給付率
63.4％

・市内の農業経営者に継続支
援補助金を交付した。（単価
及び交付人数は以下のとお
り）
・水稲、大豆、そば：単価
1,000円/10a
・野菜、花き、果樹：単価
3,000円/10a
・営農継続支援補助金：
46,434,300円（交付実績1,354
人）

・農家の営農継続への体制を
強化することができた。


